
平成２４年度 第１回介護保険運営協議会 会議結果 

 

日時 平成２４年９月１９日（水） 午後３時から 

場所 佐嘉神社記念館 ３階 

 

【出席委員】 

古賀会長、上村副会長、光藤副会長、石丸孝文委員、石丸義弘委員、今泉委員、 

大家委員、岡委員、木下委員、久保委員、倉田委員、凌委員、筒井委員、藤佐委員、 

德永委員、豊田委員、中村委員、鍋島委員、橋本委員、原田委員、平松委員、 

平山委員、福田委員、藤委員、藤岡委員、堀委員、松永委員、吉田委員、副島委員、 

益田委員 

 

【欠席委員】 

大川内委員、北川委員、木村委員、久野委員、古宇田委員、中下委員 

 

【事務局】 

御厨副広域連合長、松尾事務局長、 

廣重総務課長兼業務課長、鳥井認定審査課長兼給付課長、 

百武総務課副課長兼指導係長、谷口給付課副課長兼包括支援係長、 

岩永副課長兼介護認定第二係長、石橋総務課庶務係長、熊添総務課行財政係長、 

古川業務係長、野口賦課収納係長、池田認定審査課認定調整係長、 

東嶋認定審査課介護認定第一係長兼障がい認定係長、本村給付課給付係長、溝上 

 

【会議の内容】 

１ 開会（午後３時００分） 

２ 事務局長あいさつ 

３ 委嘱状交付 

４ 副広域連合長あいさつ 

５ 会長、副会長の選任 

  互選により、会長に古賀委員、副会長に上村委員、光藤委員を選任  

６ 議事 

１．平成２３年度主要事業の報告について ・・・・・・・・・・・・・・ 承認 

事務局説明の詳細については、議事案件（資料１）のとおり 

 

２．平成２４年度主要事業について ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 承認 

事務局説明の詳細については、議事案件（資料２）のとおり 

 



 

［主な委員意見等］ 

◆委 員  

地域密着型サービスの指定に関する基準の制定について、参酌すべき基準とある

が、佐賀県独自の考え方などは柔軟に考えてもらえるのか。 

◇事務局  

県が作成する居宅サービスの基準に関する条例に沿った形にする必要がある。独

自基準として、特別養護老人ホームの居室の定員を４人以下にすること、申請者

の基準として法人格を有する者とすること、地域密着型介護老人福祉施設の定員

数を２９人以下にすること、と県が考えているので、それにあわせて現在、県内

の７つ保険者と検討している。 

 

 

３．地域包括支援センターの運営について ・・・・・・・・・・・・・・ 承認 

事務局説明の詳細については、議事案件（資料３）のとおり 

構成市町からの説明の詳細については、議事案件（資料３）のとおり 

 

［主な委員意見等］ 

◆委 員  

高齢者の権利擁護に関する情報、相談は、地域包括支援センターに来ているよう

だが、各市町も含めて、もう少し掘り下げてやっていかないと解決できないので

はないか。 

 

◆委 員  

地域でのネットワークが１６、７年前からあり、保健、福祉、医療の連携という

ことで、月１回関係者が集まって勉強会、情報交換をやっている。町内の連携は

できているかと思うが、国が求めるような形ではまだまだなく、また地域のニー

ズにも十分応えうるというものでもない。土台はあるのでこれからしっかりとし

たものを作っていかなければならない。ますます高齢者が増える、要介護高齢者

が増える、中でも認知症高齢者が増える。施設がこれ以上作れないということで

あれば、在宅重視ということになるが、地域で見守ることが非常に大事になって

くる。そういうことにネットワークのようなものが必要かと思うが、佐賀市の地

域包括支援センターの集まりで、見守りネットワークについて質問したが、地域

全てでやってはいないとのことだった。佐賀中部広域連合管内だけでも格差があ

るというのはいかがなものかと思った。現実的に地域で認知症の方の行方がわか

らずにクリークなどに転落し亡くなるということが起こっている。地域の見守り

ネットワークというものを国全体で取り組むべきことかと思う。もう少し行政が



指導的立場でいっしょになって、行政、地域、事業者、専門家が一体となって地

域での見守りネットワークを作っていかなければ、本当に大変なことになる。 

 

◆委 員  

地域包括支援センターの職員は増えていないのに、さらに充実させると言ってい

る。この職員数ではやれないのではないか。今年はこれをやろうとかいうことで

あればわかるが、全てをやろうとすれば、何をしていいのかわからないのではな

いか。佐賀中部広域連合には具体的にこれをやるといったリーダーシップをもっ

てやってもらえればありがたい。 

◇事務局  

地域包括支援センターごとにテーマを決めてとは、連合からお願いしていない。

地域の特色があるので、そこを十分に活かして市町、地域の独自性を出してやっ

てもらいたいと考えている。包括的支援事業の委託に関して、今回明文化を図り、

ともにやっていこうとしている。地域包括支援センターとお互い話し合いができ

る場をもつことによって、情報を交換しながら、それぞれの地域包括支援センタ

ーが取り組む事業を充実させていきたい。 

 

◆委 員  

高齢者の虐待について、家族や地域に対しどのようなものが虐待になるのか、も

っとわかりやすい言葉で周知してほしい。 

 

 

７ 閉会（午後４時５８分） 


